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▼ 要　約
　本稿の目的は，アメリカの福祉を地域レベルでみると，郡政府とNPOがパートナーシップを形
成して地域の課題に対応していることを，バージニア州アーリントン郡を具体例に示すことである。
政府が行う社会福祉制度は，州政府が主導する社会福祉制度と郡政府が主導する社会福祉制度に分
けることができる。州政府が主導する制度は州内全域で実施するインフラとも言える制度であるが，
共通のインフラであるが故に，地域の課題に対応させて柔軟に変更することはできない。そのため，
地域の課題には，郡政府が主導する社会福祉制度と，地域のNPOが提供する福祉プログラムで対
応することになる。郡政府の社会福祉制度とNPOの福祉プログラムは，サービス提供の段階では，
協働，連携，紹介といったパートナーシップの関係を形成する。
　こうしたパートナーシップを，その典型である低所得者向けの住宅政策と地域福祉政策を取り上
げ，その後に，アーリントン郡の課題であるホームレス対策と低所得者への生活不安について検討
した。その結果，低所得者向けの住宅政策と地域福祉政策では福祉サービスの提供に加えて，政策
策定の段階から郡政府とNPOとのパートナーシップがあることがわかり，ホームレス対策と低所
得者への生活不安では郡政府と福祉NPOの，また福祉NPO同士のパートナーシップが確認でき
た。
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1．はじめに

　本稿の目的は，アメリカの福祉を地域レベルでみると，郡政府とNPOがパートナーシ

ップを形成して地域の課題に対応していることを示すことである。

　アメリカではNPOが社会の中で大きな役割を担っていることは，とりわけ社会福祉の

分野でそれが顕著であることは，L．M．サラモンによって周知のこととなった。L．M．サ

ラモンは，NPOを「民間の非営利セクターは，1970 年代後半までには，政府によって予

算化された人的サービスを遂行する主要な運営機関になっていたし，それに対応して，政

府の側も，非営利の人的サービス機関の主たる資金源になっていた」と位置づけ（1），

NPOがアメリカの社会福祉において欠くことができない存在になっていることを指摘す

る。

　この L．M．サラモンの政府と福祉NPOの位置づけには，アメリカでは自明である前提

がある。すなわち，アメリカの福祉NPOが，住民や企業などからの寄付，民間財団から

の助成金，政府からの補助金と，ボランティアを用いて，地域の課題に対応したプログラ

ムを自ら提供する自立した存在であることである。政府の側も，自立してプログラムを提

供する福祉NPOの活動実績をみて，L．M．サラモンが指摘するように，委託契約を結び，

また補助金を交付して，協働を行うのである。その意味で，政府と福祉NPOは自立して

活動する対等なパートナーである。また，委託契約や補助金の交付といった協働の関係が

なくても，本稿で取り上げるホームレス対策のプロジェクトCoC（継続ケア：Continu-
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um of Care）のように，郡政府の大きなプロジェクトの中に福祉NPOのプログラムを位

置づける，連携は行われる。さらに，協働や連携という形式ではなくても，利用者を紹介

し合う，紹介がある。地域の課題に対応する郡政府と福祉NPOのパートナーシップは，

協働，連携，紹介という形で現れる。こうした協働，連携，紹介は政府と福祉NPOの間

に限らず，福祉NPOと福祉NPOとの間でも同様にみられる。

　政府の社会福祉制度を，地域という視点を重視して次の 2つに分けた上で，福祉NPO

のプログラムと関連づけると，アメリカの福祉をより広く捉えることが，また，おそらく

より現実に近い形で捉えることが可能になる。その 1つは，連邦政府や州政府が主導する

社会福祉制度である。これらは州内全域で実施する共通の基盤であり，インフラとも言え

るものである。しかし，共通のインフラであるが故に，地域の課題に対応させて柔軟に変

更することはできない。もう 1つは，郡政府が裁量性を持ち主導する社会福祉制度である。

これらの多くは地域の課題に対応するために福祉NPOとのパートナーシップを形成する。

　つまり，社会福祉制度に福祉NPOのプログラムを含めて，アメリカの福祉をより広く

捉え，それを地域の視点からみると，州内全域で共通に実施する社会福祉のインフラとも

言える主に州政府が主導する制度があり，それを前提として，地域の課題には，郡政府が

主導する制度と福祉NPOが提供するプログラムにより，そして，実際にそれらを提供す

る際には協働，連携，紹介のパートナーシップを形成し対応するのである。

　本稿で取り上げるバージニア州アーリントン郡は，アメリカで最も豊かな地域の 1つで

あるため生活費が高いこと，また失業率が 3．6％と低いために働く意欲のある人々が就労

できることから，地域の課題がわかりやすい形で現れる。その第 1は，生活費が高いため

に低所得者でも生活不安を抱えることであり，第 2は，就労意欲のある人はほぼ全員が就

労できるために貧困問題が就労の意欲がないか就労できないホームレスの問題として現れ

ることである。

　アーリントン郡のような経済的に豊かな地域でも，サービス業の低賃金の仕事が必要に

なることは，R．フロリダが 2002 年の『クリエイティブ資本論』（The rise of the Crea-

tive Class）の中で示した（2）。文中で示すように，アーリントン郡の居住者の多くは，R．

フロリダがクリエイティブ・クラスと呼ぶような高所得の仕事に就くが，そうした人々の

生活を支える上でも，サービス・クラスの低所得の仕事が必要になる。しかも，人種別の

所得統計から類推すると，低所得の仕事に就くのは黒人とヒスパニックが多い。そのため，

アーリントン郡の低所得者の生活不安という課題は，多くの場合に黒人やヒスパニックの

生活不安として現れる。さらに，ヒスパニックは移民であることが多いため，移民の生活

不安としても現れる。

　こうした地域の課題に，アメリカでは，郡政府と福祉NPOがパートナーシップを形成
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して対応するのであり，本稿では，アーリントン郡を具体例に，このパートナーシップの

検討を試みる。

　本稿の構成は以下の通りである。第 2節では，アーリントン郡の社会経済的な状況を概

観し，経済的に豊かであることを明らかにする。第 3節では，経済的に豊かであるが故に

生活費が高いこと，またそのために低所得では生活に不安を抱えることを明らかにする。

第 4節では，地域の視点から社会福祉制度を 2つに分けて，地域の課題に対応するものと

して郡政府と福祉NPOのパートナーシップを位置づける。第 5節では，パートナーシッ

プの典型である低所得者向けの住宅政策と地域福祉政策を検討する。さらに，パートナー

シップの具体例として，第 6節ではホームレス対策を，第 7節では福祉NPOのプログラ

ムを検討する。

　本文に入る前に，次の 2つのことを断っておきたい。第 1は，本稿で扱う社会福祉制度

以外にも，郡政府は，求職者や福祉受給者などへの就労支援，障害者への障害者福祉，養

子や里親・里子への支援などを，福祉NPOとのパートナーシップにより実施しているこ

とである（3）。本稿では，このパートナーシップが地域全体に存在することを示すために社

会福祉制度を中心に検討した。第 2は，本稿では州政府と地方政府の関係についてアーリ

ントン郡があるバージニア州のそれを用いたが，アメリカでは州と地方の関係が州ごとに

異なることである。しかしながら，本稿で行った社会福祉制度の区分は，つまり，連邦・

州政府が主導する制度と郡政府が主導する制度という区分は，ほとんどの州であてはまる

と考えている。

2．社会・経済状況

（1）　人口・人種と所得水準

　アーリントン郡はバージニア州の北バージニア地域にあり，ポトマック川をはさんでワ

シントンDCの西側に位置する。郡の面積はアメリカの中で最も小さい。アーリントン郡

が位置する北バージニア地域は全米で最も豊かな地域の 1つである。隣接するフォールス

チャーチ市の家計所得の中位値は 2014 年に全米第 1位で 121，250 ドル，同地域のラウン

ドン郡が第 2位で 118，934 ドル，同じくフェアファックス郡が第 5位で 106，690 ドルであ

り，アーリントン郡は第 7位で 105，120 ドルである（4）。2014 年の全米の家計所得の中位

値が 53，482 ドルなので，アーリントン郡のそれは 2倍である。北バージニア地域はワシ
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ントンDC及びメリーランド州ボルティモア市に至るワシントンDC大都市圏の一部であ

り，この大都市圏の人口は 603．4 万人である。

　表 1は，アーリントン郡の人口を示している。2014 年に人口は 22．0 万人である。人種

構成は，7割強が白人であり，残りの 3割弱は黒人，アジアン，その他がほぼ 1割ずつで

ある。これら人種構成の中のいずれかに含まれる形で，ヒスパニック・ラティーノ（以下，

ヒスパニック）が 15．4％いる。アーリントン郡でヒスパニックに分類された人々の人種

構成は，2009 年に白人 43．9％，黒人 0．6％，アジアン 0．7％，多人種 54．9％であった（5）。

ヒスパニックの 5割弱は白人で，5割強がその他に区分される。

　人口増加をみると，1980‒2014 年の間に 6．8万人増加した。6．8万人の内訳は白人が

3．2万人（47．2％），アジアン 1．5万人（22．0％），その他 1．6万人（24．4％）である。こ

のうちヒスパニックの増加数が 2．5万人である。上述したように，ヒスパニックは 5割弱

が白人，5割強がその他なので，ヒスパニックの増加数 2．5万人のうち 1万人程度が白人，

1．3万人程度がその他であると考えられる。したがって，白人の人口増加 3．2万人の 1/3

はヒスパニックであり，その他の人口増加 1．6万人の 8割はヒスパニックである。つまり，

ヒスパニックを考慮に入れてこの間の人口増加をみると，ヒスパニックが 2．5万人増えて

人口増加の 3割半ばを占め，白人が 2．0万人増えて人口増加の 3割を占め，アジアンが

1．5万人増えて人口増加の 2割強を占める。人口増加に占めるヒスパニックの割合は大き

いのである。

　表 2は，2014 年の家計所得とその中位値を示している。アーリントン郡の家計所得の

中位値は 105，120 ドルであり，全米の家計所得の中位値 53，482 ドルの 2倍になる。これ

を人種別にみると，白人 118，384 ドル，黒人 60，134 ドル，アジアン 88，240 ドルであり，

表 1　人種別の人口構成

出所 1980，1990 は U．S．Census Bureau，Census of Population and Housing，1980，1990。
2014 年は，U．S．Census Bureau，DP05，2014。
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表 2　人種別の家計所得と所得中位値（2014 年）

注 アーリントン郡は，郡内居住者の数値である。
出所 所得中位値は，U．S．Census Bureau，B19013，B19013A，B19013B，B19013C，B19013D，B19013E，B19013

F，B19013I，2014．
人種別の家計所得は，U．S．Census Bureau，B19001，B19001A，B19001B，B19001C，B19001D，B19001E，B

19001F，B19001I，2014．
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ヒスパニックが 63，641 ドルである。白人の家計所得の中位値は全米の 2倍高いアーリン

トン郡の中位値よりもさらに高く，黒人とヒスパニックは郡の中位値の 6割程度である。

　表 3は，人種と年齢別の貧困率を示している。アメリカの連邦貧困ライン（FPL）は，

統計上の貧困者を測定することを目的に 1964 年に連邦政府から発表され，1965 年以降は

消費者物価の上昇に応じて改訂されてきた（6）。この連邦貧困ラインは，地域の物価を考慮

することなく，全米で一律に適用される。そのため，アーリントン郡のような経済的に豊

かな地域は統計上の貧困率は低い数値を示すが，経済的に豊かな地域は物価も高いので，

次節で検討するように，低所得者には生活不安を抱える人々がいる。2014 年の貧困ライ

ンは，以下の表 10 で示している。夫婦と子ども 2人の夫婦 4人家族で 24，008 ドル，母親

（もしくは父親）と子ども 2人の母子（父子）3人家族で 19，073 ドル，65 歳以上の夫婦 2

人家族で 16，256 ドルである。

　アーリントン郡の貧困率は 8．8％であり，全米の貧困率 15．6％のおよそ 1/2 である。

これはアーリントン郡の所得水準が高いことを反映している。人種別の貧困率は，白人が

5．3％，黒人が 18．7％，アジアンが 13．7％，その他が 20．7％であり，これらに含まれる

ヒスパニックが 18．5％である。貧困率は人種別の所得水準を反映して白人で低く，次い

でアジアン，ヒスパニック，黒人，その他の順に高くなる。年齢別の貧困率は，65 歳以

表 3　人種と年齢別の人口と貧困率（2014 年）

注 アーリントン郡は，郡内居住者の数値である。
出所 U．S．Census Bureau，B17001，B17001A，B17001B，B17001C，B17001D，B17001E，B17001F，B17001I，
2014．
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上でアジアンを除いて低く，18 歳未満で高いことがわかる。とりわけ，18 歳未満の貧困

率について黒人の 31．5％，ヒスパニックの 27．0％は，全米の 21．9％よりも高い。

　また，アーリントン郡の低い貧困率はその低い失業率の反映でもある。アーリントン郡

の失業率は 3．6％であり，全米の失業率 9．2％のほぼ 1/3 である（7）。

（2）　産業と雇用

　表 4は，全米，バージニア州，アーリントン郡の産業別の被雇用者を示している（8）。ア

ーリントン郡については郡内に居住する人々の数値を示す。この三者について，それぞれ

の構成比を比較すると，アーリントン郡の比率が低いのは，製造業，輸送・倉庫，小売り，

教育・健康・社会サービスであり，反対に比率が高いのは専門職・管理職・補助サービス

と行政である。これは，アーリントン郡がワシントンDCの隣に位置し，郡内にペンタゴ

ンがあるなど，連邦政府の公務員や国防関係者が多く，またそれらに関連する企業が多い

ためである。

　表 5は，産業別の被雇用者数の推移を示している。1980‒2010 年の間に 40，110 の雇用

が増えた。この 40，110 の内訳は，1990 年と 2000 年の間で産業の区分が変わったため，

少しわかりにくいが，小売りより下の大きな意味でのサービス業で 40，369 人の雇用が増

えた。これを 3つに分けて説明すると，第 1は，1980 年の「ビジネス・補助サービス」

6，876 人と「専門職及び関連サービスのその他」10，660 人の合計 17，536 人が，2010 年の

「専門職・管理職・補助サービス」35，300 へと 17，764 人増えたことである。第 2は，

1980 年の「専門職及び関連サービスの医療サービスと教育」4，493 人と 6，126 人の合計

10，619 人が，2010 年の「教育・健康・社会サービス」18，771 人へと 8，152 人増加したこ

とである。第 3は，1980 年の「個人サービス」と「エンターテイメント・娯楽サービス」

4，238 人が 2010 年の「アート・エンターテイメント・娯楽・宿泊・飲食」9，148 人と「そ

の他サービス」9，543 人の合計 18，691 人へと 14，453 人増えたことである。第 3の 14，453

人の雇用の増加は，1990 年には「小売り」に含まれていた宿泊と飲食が 2000 年には「ア

ート・エンターテイメント・娯楽・宿泊・飲食」に含まれるようになったことを考慮に入

れても，大きな増加である。

　表 6は，ワシントンDC大都市圏の主要な職種区分における時給と年収の中位値を低い

順に示している。1980‒2010 年に増えたサービス業での雇用について，その中位値を見る

と，第 1に，「専門職・管理職・補助サービス」の中には専門性が高く年収も高い「経営

者」や「ビジネス・金融」がある一方で，「建物・施設の清掃・警備」などの時給 12．43
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表 4　産業別の被雇用者数（2014 年）

注 アーリントン郡は，郡内居住者の数値である。
出所 U．S．Census Bureau，DP03，2014．
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表 5　産業別の被雇用者数（アーリントン郡居住者，2014 年）

出所 1980，1990，2000，2010 年は，U．S．Census Bureau，Census of Population and Housing，1980，1990，
2000，2010．
2014 年は，U．S．Census Bureau，DP03，2014．
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ドル（年収 2．6万ドル）の賃金の低い仕事もある。第 2に「教育・医療・社会サービス」

の中には開業医（年収 17．2 万ドル）や歯科医（17．3 万ドル），正看護師（7．5万ドル）と

いった年収の高い仕事がある一方で，医療・薬局補助などの時給 14．08 ドル（年収 2．9万

ドル）の賃金の低い仕事もある。第 3に，「アート・エンターテイメント・娯楽・宿泊・

飲食」と「その他サービス」では，時給 9．92 ドル（年収 2．1万ドル）の食品・飲食関係

や，時給 11．52 ドル（年収 2．4万ドル）の個人サービスなどの雇用が含まれる（9）。

　大きな意味でのサービス業における雇用の増加については，R．フロリダが『クリエイ

ティブ資本論』の中で説明している。R．フロリダは，社会階層をクリエイティブ・クラ

表 6　ワシントンDC大都市圏の職種別の時給・年収の中位値（2014 年） （ドル）　

出所 U．S．Department of Labor，┣Occupational Employment Statistics Date，─ 2014．
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ス，ワーキング・クラス，サービス・クラスに分け（10），所得が著しく高いクリエイティ

ブ・クラスが台頭していることと，それを支える所得が低いサービス・クラスの雇用の増

加に言及している（11）。アーリントン郡における大きな意味でのサービス業の雇用の増加

40，369 人は，クリエイティブ・クラスとサービス・クラスの雇用の増加である。とくに，

全米で最も豊かな地域の 1つであるアーリントン郡では，その所得水準から見ても，サー

ビス・クラスよりもクリエイティブ・クラスに関連する雇用が増えている。しかし，R．

フロリダが指摘するようにサービス・クラスの雇用も必要とされるのであり，第 5節で見

るように，アーリントン郡政府はサービス・クラスの低所得者でも郡内に居住できるよう

に低所得者向けの住宅政策や地域福祉政策を策定し，地域の課題には郡政府と福祉NPO

とのパートナーシップにより対応するのである。

　以上のように，アーリントン郡は所得水準が高く，アメリカで最も豊かな地域の 1つで

ある。そうした地域でも，サービス・クラスの低賃金の仕事も必要とされるのであり，そ

うした低賃金の仕事には，アーリントン郡の所得水準から見ると，黒人やヒスパニックが

就く可能性が高い。それらの多くは貧困者ではないものの，次節で見るように，低所得で

あるために生活不安を抱えている可能性がある。

3．高い生活費と生活不安

（1）　高い生活費

　一般に，経済的に豊かな地域は生活費も高いことが多い。表 7では，アーリントン郡の

生活費を確認するために，生活水準にかかわる 3つの基準を示した。第 1は，マサチュー

セッツ工科大学のA．K．グラスメイヤーが中心になって公表している生活賃金（Living

Wage）である。これは，基礎的ニーズを満たす最低限の食費，保育費，医療保険，交通

費，他の必需品にかかわる支出水準を示す（12）。第 2は，経済政策研究所（Economic Poli-

cy Institute）が公表している家族予算（Family Budget）である。これは，十分な水準

（adequate standard）ではなく，平均をわずかに下回る適度な水準（modest standard）

を示す（13）。第 3は，ワシントン大学の女性福祉センター（Center for Women’s Wel-

fare）が公表している自立生活基準（Self‒Sufficiency Standard）である。これは政府や

NPOもしくは親類などから支援を受けないで，基礎的ニーズを満たす生活を送る基準を

示す（14）。なお，ここの目的はアーリントン郡の高い生活費を確認することにあるため，3
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つの基準の相違や計算の根拠については詳しく検討しない（15）。

　3つの基準が試算された年はそれぞれで異なるものの，金額の低い順に並べると次のよ

うになる。最も低いのは生活賃金であり，その次が家族予算，最も高いのが自立生活基準

である。生活賃金の金額は 2015 年のものであり，夫婦 4人家族で 69，307 ドル，母子 3人

家族で 64，027 ドルである。表 2の家計所得をみると，家計所得 7．5万ドル未満はアーリ

ントン郡で 33．4％いる。この 1/3 の家計は家計所得が生活賃金よりも少し高いものの，

表 7　生活水準にかかわる 3つの基準 （ドル）　

（注） 以下は，それぞれの数値の根拠を簡潔に説明したものである。
1．家族の想定は，家族予算では 4歳と 8歳の児童，生活賃金では 4歳と 9歳の児童である。自立生活基準では，
入学前児童と小学生を用いた。

2．住宅費は，連邦住宅・都市開発省の公正市場家賃（Fair Market Rent）に基づいて，2ベッドルームの住宅が
計算されている。2014 年にワンベッドルームでは 1，239 ドル，2ベッドルームでは 1，469 ドル，3ベッドルー
ムでは 1，966 ドルである。

3．食費は，連邦農務省の低額プランに基づいて計算されている。月額は年齢と性別（12 歳以上）ごとに定めら
れている。例えば，2014 年は次のように計算される。2014 年に 12 月に父親（19‒50 歳）243．70 ドル，母親
（19‒50 歳）211．60，8 歳 197．20 ドル，4歳 138．20 ドルで，合計 790．70 ドルである。
4．保育費は，家族予算と生活賃金では，Child Care Aware of America が毎年発表している Child Care in

America: State Fact Sheetsにもとづく保育センターでの保育料である。例えば，2016 年の年額の保育料は，
バージニア州は 4歳児で 9，256 ドル，小学生で 4，368 ドルである。この合計を月額にすると 1，135．33 ドルに
なる。自立生活基準では，入学前児童が月額 1，432 ドルであり，小学生で月額 810 ドルである。

5．交通費は，自動車の保有にかかる維持費，保険料，燃料費，公共交通機関の使用を計算したものである。
6．医療費は，Medical Expenditure Panel Survey を参考に，それぞれ独自の方法で計算している。
7．他の必需品は，Labor Statistics Consumer Expenditure Survey を参考に，計算された。とくに，自立生活基
準は年額から他の必需品と租税を差し引いた金額の 10％とした。

8．租税は，連邦所得税，主所得税，社会保障税を支払うとして計算された。
出所 生活賃金は，A．K．Glasmeier，┣Living Wage Calculation for Arlington County，Virginia．”。夫婦 4人家族
では共働きの設定で計算した。
家族予算は，Economic Policy Institute，┣Family Budget Calculator．”。
自立生活基準は，D．M．Pearce，Methodology Appendix。
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家族予算や自立生活基準には届かない。また，表 2では家計所得 5．0万ドル未満が 20．5

％いる。これらの 1/5 の家計は家計所得が生活賃金も下回ることになる。

（2）　食料，医療保険，住宅にみる生活不安

（食料にみる生活不安）

　アーリントン郡では，所得中位値が全米のそれの 2倍にもなるが，生活水準にかかわる

3つの基準で示したように生活費も高いので低所得では生活に不安を抱えることがある。

NPO・AFAC（Arlington Food Assistance Center）は，『アーリントン食料不安の研究』

の中で低所得の食料不安を指摘している（16）。そこで，この報告書に基づいてアーリント

ン郡の食料不安を確認しよう。

　この報告書は 2つの調査をまとめたものである。1つは家計所得が 6．0万ドル以下の人

々への電話によるサンプル調査（9，685 名のうち 828 名が全回答）であり，もう 1つは郡

福祉課と福祉NPOから紹介された人々への調査（648 名のうち 207 名が全回答）であ

る（17）。ここでは，サンプル調査の結果から家計所得 6．0万ドル以下の人々の食料不安を

確認し，紹介者調査から郡福祉部や福祉NPOとかかわるようになった理由，つまり生活

不安に陥った理由を確認したい。

　サンプル調査の結果をみよう（18）。その第 1は，828 名のうち 345 名，41．7％が食料不

安を感じたことがあると回答していることである。表 2をみると，総家計 9．6万のうち

20．2％（1．9万家計）が家計所得 5万ドル未満であり，32．8％（3．2万家計）が家計所得

7．5万ドル未満である。アーリントン郡の人口は 22．0 万人なので，20．2％に相当するの

は 4．5万人であり，その 4割は 1．8万人になり，32．8％に相当するのは 7．2万人であり，

その 4割は 2．9万人になる。この 1．8万人から 2．9万人が食料不安を抱える人々と推計さ

れる。全米規模の食料支援NPO・Feeding America は 2014 年にアーリントン郡で食料

不安を抱える人々を 1．8万人と見積もった（19）。ここからも，少なくともこの 1．8万人は

食料不安を抱えていると言えそうである。

　その結果の第 2は，食料不安を感じたことのある 345 名のうち 18％がAFACなどで無

料の食料や食事を利用したことであり，8％が SNAPを受給したことである（20）。SNAP

とは，食料が購入できるデビットカードを交付する公的扶助制度である。その第 3は，よ

り細かなことであるが，同じく 345 名のうち 81％が賃貸住宅に住み，59％が所得 5．0万

ドル未満であり，52％が黒人・ヒスパニック・アジアンであることである（21）。

　紹介者調査の結果を（22），つまり実際に食料不安に陥った人々への調査の結果をみよう。
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その第 1は，食料不安を抱えることになった理由であり，第 1位（42．0％）が失業，第 2

位（30．9％）が一時的な高額な出費，第 3位（27．1％）が身体的もしくは精神的な健康上

の問題，第 4位（26．1％）が低賃金，第 5位（17．9％）が短時間労働である（23）。要する

に，実際に食料不安に陥った理由は，4割が失業であり，3割が一時的な高額な出費であ

る。その第 2は，38％が無料の食料や食事を利用したことがあることであり，19％が

SNAPを受給したことである（24）。その第 3は，85％が所得が 5．0万ドル未満であり，84

％が賃貸住宅に住み，67％が黒人・ヒスパニック・アジアンであることである（25）。

（医療保険の無保険にみる生活不安）

　次に，医療保険の無保険の状況からアーリントン郡の高い生活費の問題をみよう。表 8

は，年齢別，人種別の医療保険の無保険率を示している。アーリントン郡の無保険者の割

合は 10．9％であり，これは全米の 14．2％より低い。無保険率が低い順に，つまり保険加

入率が高い順にみると，年齢別では 65 歳以上，18 歳未満，18‒64 歳になる。65 歳以上は，

公的医療保険メディケアの対象になるので無保険率が低い。

　表 9は，貧困ラインを基準として年齢別に医療保険の無保険率を示している。100％未

満とは，家計所得が表 10 で示す連邦貧困ライン 100％未満の家計であり，100‒149％は

家計所得が連邦貧困ライン 100‒149％の家計である。第 1に，18 歳未満をみると，連邦

貧困ライン 100％未満，100‒149％，150‒199％，200‒249％で無保険率が高い。とりわけ，

バージニア州の児童医療保険プログラム（SCHIP：State Children Health Insurance Pro-

gram）である FAMIS の所得上限が連邦貧困ライン 200％なので，200‒249％の無保険

率が 34．7％と高くなっている。なお，FAMIS については次節で説明する。第 2に，18‒

64 歳の無保険率も，貧困ライン 150‒199％で 47．5％，200‒249％で 38．5％と高い。貧困

表 8　人種と年齢別の医療保険の無保険率（2014 年）

注 アーリントン郡は，郡内居住者の数値である。
出所 全米とアーリントン郡はU．S．Census Bureau，B27001，2014．

人種別は，U．S．Census Bureau，C27001A，C27001B，C27001C，C27001D，C27001E，C27001F，C27001I，
2014．
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